

第１章　トヨタのこれまでの実績
１－１　トヨタの経営理念
1・内外の法およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて、国際社会から信頼される企業市民をめざす。2・各国、各地域の文化、慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する。3・クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と豊かな社会づくりに取り組む。4・様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様のご要望にお応えする魅力あふれる商品・サービスを提供する。5・労使相互信頼・責任を基本に、個人の創造力とチームワークの強みを最大限に高める企業風土をつくる。6・グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長をめざす。7・開かれた取引関係を基本に、互いに研究と創造に努め、長期安定的な成長と共存共栄を実現する。
この項目は１～７まであるが、会社の発展と社会の発展に項目を大きく分けることができる。 ２、４が社会の発展に対する観点からの経営理念で１、３、５、６、７が会社の発展という観点からの経営理念である。 ２、４では、クリーンで安全な商品の提供、住みよい地球と豊かな社会作り、 各地域に根ざした事業活動とあり、これらから企業の発展というものは社会の発展なくしてありえないというトヨタ自動車の考えが読み取れる。 １、３、５、６、７では社員の育成に重点を置き、世界規模でのビジネスを心がけていることが書かれている。トヨタは、'92年1月「企業を取り巻く環境が大きく変化している時こそ、確固とした理念を持って進むべき道を見極めていくことが重要」との認識に立ち、「トヨタ基本理念」を策定した。
１－２　トヨタのこれまでの歴史
自動車大国日本の中でも、圧倒的にトップを走っているトヨタ自動車。その歴史を紐解いて、日本を代表する企業になった経緯をみていく。トヨタ自動車の創業者は豊田喜一郎。
苗字はトヨタではなくトヨダと読む。トヨタ自動車の前身である豊田自動織機製作所の創業者・豊田佐吉の長男だ。そもそもは豊田自動織機製作所の自動車部がトヨタ自動車の起源であり、1936年に独立したことで「トヨタ自動車工業株式会社」が誕生した。なぜ苗字の「トヨダ」ではなく「トヨタ」になったのかというと、いくつかの理由があったそうだ。・トヨタだと八文字(末広がり)で縁起がいい。・濁点がない方が響きが良い。・人名にとらわれず個人企業から離れて社会的存在になるように、などなど。実際、独立する前は「トヨダ」と表記されていたそうだ。
しかし、現在の「トヨタ」を見慣れたせいか、バランスの問題なのか、違和感しかない。初めて作られた車は、豊田自動織機製作所自動車部時代のG1型トラック。しかし、不具合が続出したために改良に改良を重ねたそう。その結果、トヨタの技術力が格段に向上したと言われている。量産にされるようになったのは1936年に発表されたAA型乗用車と、G1型トラックの改良版であるGA型トラック。これらがトヨタの量産型自動車のはじまりとなっている。２代目社長になってからは、今でも乗り継がれる「クラウン」や「コロナ」（現行モデルではプレミオ）といった乗用車が開発・販売され始めた。さらに4代目社長の時代には、だれもが知る「カローラ」を発売。カローラの大ヒットにより、トヨタの国内シェアは圧倒的になり、その地位を不動のものとした。1966年には日野自動車、翌1967年にはダイハツ工業との業務提携を結んでいる。身近なところで言えば、ダイハツは小型自動車の開発・生産がメインとなり、トヨタの幅広いラインナップのうち小型部門の一部を担っている部分もあるだろう。どうやって日本を代表する大企業になったのか。その秘密は、創業当時から変わらない「カイゼン」の姿勢にある。
上でも紹介したように、G1型トラックの不具合が続出したことによって、改善を重ねてトヨタの技術力が向上したそう。「反省して次に活かす」という、一見簡単そうで実は難しいことが、創業当初から根付いていることが挙げらる。製造の現場ではもちろんのこと、経営の観点でもカイゼン意識が根付いている。大企業でありがちな「保守的な経営」になりかけたときにも、社長を交代して事業をスピーディーに進めさせるなど、攻めの姿勢に転じた経緯もある。良くないと気付いたときに反省し、より良い方向へ改善していこうとする意識が働くのがトヨタの強みである。2014年には経営コンサルタントの唐土新市郎氏が「トヨタの反省力」という著書を出すほど。こうした「カイゼン」の姿勢は、トヨタの会社経営方針の大元となっている。トヨタがグローバル企業になったこともあり、海外でも「Kaizen」という言葉がそのまま使われるようになっているそうだ。ネッツトヨタやカローラなどは何が違うのか。メーカーとして存在するトヨタは1社しかありませんが、身近にある販売店はトヨタといえども複数ある。その販売店の種別は「チャネル」と呼ばれており、現在では下の4つの販売店に分かれてる。・トヨタ・トヨペット・カローラ・ネッツ。それぞれの違いは、販売している車種の違いによるものである。各チャネルに「専売車種」が存在しており、同じトヨタ間でも競争原理が働くようになっている。
　例えば、各チャネルにおいて次のような車種が専売となっている。・トヨタ・クラウン、ランドクルーザーなど・トヨペット・マークX、ハリアーなど・カローラ・カローラ、ノアなど・ネッツ・ヴィッツ、VOXYなど、しかし、トヨタ自動車は今後このチャネル販売方式を徐々になくし、全車種併売化ていく方針との報道があった。1937年からトヨタ自動車工業(株)としてビジネスを行ってきたトヨタ自動車は、1950年に経営危機に陥ったが、同年トヨタ自動車販売株式会社を設立、翌年1951年に創意くふう提案制度を創設するなどして、経営改革を進めた。その後事業は拡大し、1955年にトヨタ初の本格的乗用車トヨペット・クラウンを発表、1957年に初めて日本国産乗用車を米国に輸出すると同時に、同年米国トヨタ自動車販売株式会社を設立、1982年にはトヨタ自動車工業株式会社とトヨタ自動車販売株式会社が合併してトヨタ自動車株式会社となった。
1984年にはゼネラル・モーターズ（GM）社との合弁でニュー・ユナイテッド・モーター・マニュファクチュアリング（NUMMI）を設立しカリフォルニア州フリモントで生産を開始、さらに1988年には米国ケンタッキー州で単独での生産を開始し（トヨタ・モーター・マニュファクチュアリング・USA＜TMM、現・TMMK＞）、これ以後グローバルに車両製造事業を拡大してきた。　国内外での事業活動の割合に関して、生産台数の推移をみてみると、1990年の4,212,373台をピークに日本国内生産台数は減少傾向にあり、2007年には海外生産台数（4,308,533台）が国内生産台数（4,226,137台）を上回った。販売台数の推移もほぼ同様で、1990年の2,504,291台をピークに日本国内販売台数は減少傾向にあり、1992年には海外販売台数（2,411,977台）が国内販売台数（2,231,117台）を上回り、以後海外での販売台数の売り上げ全体に占める割合は増え続けている。トヨタ自動車における社史：1987年創業50年史まで。トヨタ自動車も過去数次にわたり自社の責任のもとに社史を刊行してきた。日本における多くの企業とほぼ同様に、トヨタ自動車も社史編纂と刊行は、基本的には社史編纂のための目的で特別に社内に設けられた編纂委員会によって行われてきた。トヨタ自動車工業株式会社では、1958年に『トヨタ自動車20年史』、1967年に『トヨタ自動車30年史』、1978年に『トヨタのあゆみ：トヨタ自動車工業株式会社40周年記念誌』と『わ・わざ・わだち：トヨタ自動車工業株式会社40周年記念誌』を発行している。
一方、トヨタ自動車販売株式会社では1962年に『トヨタ自動車販売株式会社の歩み』、1970年に『モータリゼーションとともに』、1980年に『世界への歩みトヨタ自販30年史』を刊行している。1982年の工販合併以降は、1987年に創業50周年を記念した『創造限りなく：トヨタ自動車50年史』、『同資料集』を発行した。50年史は本文1030ページ、資料集321ページに及ぶ大部のもので、トヨタ自動車の歩みを詳細にまとめた同社正史と位置付けられてきた。この50年史は、経営企画部内に社史編纂チームを結成し編集にあたった。50年史は刊行部数7万部、編纂チームは50年史を刊行した後解散している。
１－３　アメリカでの評判
そこでトヨタ自動車が4部門、SUBARU（スバル）が2部門で選出されるなど、10部門のうち6部門で日本車が選ばれている。日本車は昔から評判がいいという話をよく聞きくが、今でもそれは変わっていないようだ。ここでは主にアメリカで人気の車や2018年の販売台数のデータなども見ながら、日本車の評価について考えていく。・評価が高いスバルとトヨタ。評価された車種を見ると、トヨタは、小型車部門「ヤリス（日本名：ヴィッツ）」、中型車部門「カムリ」のハイブリッド車（HV）、大型車部門「アバロン」のハイブリット車、「プリウス」がハイブリッド・電気自動車部門でそれぞれ選出されたとのこと。また、スバルは「フォレスター」が小型スポーツタイプ多目的車（SUV）部門で、「アセント」が中型SUV部門で選ばれている。
また、SUBARU（スバル）は「最良の車を作るブランド」にも選ばれている。・主要メーカー販売台数ランキングトップ10。ここでアメリカでの2018年における主要メーカー新車販売台数ランキング、トップ10を見ていく。以下、右のパーセント表記は前年比である。1位GM：-1.6％。2位Ford：-1.3％。3位Toyota：-0.1％。4位FCA(Fiat Chrysler Automobiles) ：8.5％。5位Honda：2.2％。6位Nissan：-6.2％。7位Subaru：5.0%。8位Hyundai：-1.1%。9位Kia：0.0%。10位Mercedes：-4.9%。日本のメーカーとしては、2位トヨタ、5位ホンダ、6位日産、7位スバルがトップ10にランクインしている。それ以降では13位にマツダ、16位に三菱が入っている。8.5％という伸びを示してFCAは大型ピックアップの新型「ラム(Ram) 1500」などが伸びたとのこと。このあたりの需要はアメリカならでは。次いでスバルが伸びている。比較的小さめな車が得意の日本メーカーとしては、健闘しているといえるのではないだろうか。・人気車種別トップ10。人気車種別にトップ10を見ていく。以下、右のパーセンテージ表記は前年同期比である。1位FordFord F-Series：1.4%。2位ChevroletSilverado：-0.1%。3位Ram(FCA)Ram P/U：7.2%。4位ToyotaRAV4：4.8%。5位NissanRogue：2.1%。6位HondaCR-V：0.3%。7位Toyota　Camry：-11.3%。8位ChevroletEquinox：14.4%。9位HondaCivic：-13.7%。10位Honda　Accord：-9.8%。日本の車種では4位トヨタRAV4、5位日産Rogue（日本名：エクストレイル）、6位ホンダCR-V、7位トヨタカムリ、9位ホンダシビック、10位ホンダアコードがランクイン。トップ10の内、6車種を占めている。車種別で見ても日本車は人気である。
・現代での良い車に欠かせない「安全性」。では一体日本車のどこが評価されているのであろうか。まず考えられるのは安全性の高さである。アメリカの道路安全保険協会（Insurance Institute for Highway Safety）は、安全性に優れた車種を選定する｢トップ・セーフティー・ピック＋｣を毎年発表している。2018年は15車種が選ばれた。このうち、日本メーカーの車は、スバル4車種（インプレッサ、WRX、レガシィ、アウトバック）、トヨタ1車種（カムリ）の5車種が入っている。このほかは、起亜とジェネシスを傘下に持つヒュンダイから6車種、BMW、メルセデス、リンカーンから各1車種ずつとなっている。安全性では韓国のヒュンダイに続いて日本のスバルという結果である。もちろん、車の評価は安全性だけではない。快適さ、機能性、スムーズな出力性能、燃費や安定性など、さまざまな項目が考えられる。ただ、安全性能で高い評価を受けるスバルやトヨタは「コンシューマー・リポート」でも比較的高く評価され、実際の販売数も上位にいる。現代での良い車の条件で、「安全性」という観点は大きなウェイトを占めていると言えるであろう。アメリカの新車販売台数は2016年に過去最高の約1,755万台(乗用車7,105,162台、小型トラック/SUV 10,445,189台)を記録しました。
このうち、日本車のシェアは、トヨタ：2,449,587台 (14.0%)。日産：1,564,423台 (8.9%)。ホンダ：1,637,942台 (9.3%)。スバル：615,132台 (3.5%)。マツダ：297,773台 (1.7%)。三菱：96,267台 (0.5%)となっている。日本車メーカー全体では約38％を占めており、TOP3のメーカーの合計が約46％なので、いかにアメリカで日本車が売れているかがわかる。2016年アメリカの乗用車販売台数1～5位はすべて日本車。では、2016年のアメリカにおける乗用車車名別販売台数ランキングを見てく。1位トヨタ カムリ (388,618台)。2位ホンダ シビック (366,927台)。3位トヨタ カローラ (360,483台)。4位ホンダ アコード (345,225台)。5位日産 アルティマ (307,380台）、なんと、1～5位まですべて日本車という結果に。ちなみにカムリは、15年間連続で乗用車販売台数ナンバーワンを記録しているモンスター級の人気車種だ。SUVにおいても1位はホンダCR-V、2位トヨタRAV4、3位日産ローグ、4位フォードエスケープ、5位フォード エクスプローラーと日本車が上位を占めている。「日本車は品質が良くコスパがいい」。ということはもちろん人気を支える大きな理由だが、これに加えて忘れてはいけないのは「燃費の良さ」である。現在は、価格もそこそこ落ち着いているが、この10年間でアメリカのガソリン価格は最高で1ガロン4ドルを超えたこともあった。
かつて水(1ガロン1ドル)よりも安い時代もあったガソリンが4倍を超える価格になったのである。さすがのアメリカ人も燃費を考えるようになり、燃費の良い日本車、とくにプリウスなどのハイブリッド車が人気を集めるようになったのである。また、日本車は耐久性が良いことから、リセールバリューも高くなる。下取りまでのことを考えると日本車はとってもお買い得なクルマなのである。これらに加えて、1960年代から日本車がアメリカ市場で頑張ってきたことにアフターサービスの充実がある。60年代のアメリカでは、車は売ったら売りっぱなしで、アフターサービスの概念はなかった。正規ディーラーであっても交換する部品がなかなか入手できないということもしばしば。そこで日本の自動車メーカーは、日本流の販売・サービス体制をアメリカでも展開することにしたのである。部品の在庫管理をちゃんと行い、購入後のアフターフォローもしっかり、整備性の良さも考えた車作りを実践した。このような地道な努力が実って、日本車は自動車王国アメリカにおいて絶大な信頼を獲得し、年々販売台数を増やしていったのである。これまでご紹介したように、乗用車においては半数以上が日本車ということになる。日本人としてはとても誇らしいことだ。
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